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ABSTRACT 
 
高等学校以降の教育機関及び就労後の職場において、障害の有無によらず包括的な支援を

必要としている人が増加しているにもかかわらず、自立と社会参加を見据えたキャリア形成

に関する支援・指導が体系的に行われているとは言い難い状況が先行研究等から明らかとな

った。そこで本研究では、高校生から成人までを対象としたキャリア形成のための評価と継

続的支援を行うためのツールの開発を目的とした。すでに開発された小中学校版の IN-Child 

Record を用いて、沖縄県内キャリア教育事業の実践取組指定校である 3 校を対象に縦断的な

データ収集を行い、回答の傾向や変化に基づき項目の修正を行った。さらに、データ収集に

参加した 1 校の高等学校において校長を含めた７名の教員を対象に構造化された質問紙を用

いて意見調査を行い、さらに具体的な項目の修正を行った。また、先行研究の分析に基づい

て領域、項目の修正を行った。これらを通して、パーソナリティとキャリアの 2 つの分類か

ら構成される合計 100 項目の尺度の試案を開発し、それぞれの領域の定義を行った。今後は

試案に対する内容的妥当性、信頼性・構成概念妥当性の検証が必要である。 
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Ⅰ．問題と目的 
 

1. 発達障害を含む包括的な支援を必要とする人々の現状と課題 

文部科学省(2012)は「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を

必要とする児童生徒に関する調査」において、小中学校の通常学級に在籍する教育的ニーズ

を抱えている児童生徒が約 6.5％いることを示している。しかし、実際の教育現場では、こ

の推定値以上に多くの子どもたちが学習上や生活上に教育的ニーズを抱えていると推測され

る。このように、学校では発達障害である児童生徒や医学的な診断は受けていないが発達要

害が疑われる児童生徒、医療的な支援を必要とする児童生徒、家庭環境にニーズのある児童

生徒等が在籍しているが、そういった児童生徒が義務教育段階を卒業したあとどのように生

きていくのかあまり知られていない。そこで、高等学校、高等教育機、成人後における学習

上や生活上に教育的ニーズを抱えている人々の現状と課題について調査した。 

 

1) 高等学校について 

総務省(2017)によると、中学校卒業後の生徒の高等学校等への進学率は平成 27 年度時点

で 98.5％であり、今日では義務教育を終えたほぼ全ての生徒が後期中等教育機関に進学し

ている状況である。また、文部科学省(2009)の調査によると、全国調査対象の中学校３年

生のうち、発達障害等困難のある生徒の割合は約 2.9％であり、そのうち約 75.7％が高等

学校に進学していることが明らかになった。これは、高等学校進学者全体で考えると、約

2.2％の割合で発達障害等困難のある生徒が在籍していることになる。さらに、中学校にお

いて通級による指導を受けている生徒数は年々増加しており、平成 26 年度には 8,386 人

と、平成５年度(296 人)の約 28 倍に達していると示されている(文部科学省, 2016a)。 

このように、発達障害等の学習上、生活上において困難を抱えている生徒は今後さらに

増加していくと予想され、高等学校における特別支援教育の体制整備が喫緊の課題である

と考えられる。このような中、高等学校における特別支援教育のための体制については、

平成 19 年度以降、徐々に整備が進められてきており、校内委員会の設置や特別支援教育

コーディネーターの指名といった基礎的な体制は、高等学校において整えられつつある(文

部科学省, 2016a)としている。しかし、文部科学省(2016b)の調査によると、高等学校にお

ける特別支援教育の体制整備は小・中学校に比べて必ずしも進んでいるとは言えない状況

であることが明らかとなった(表 1)。 

佐藤(2010)によると、この現状にある背景として、①高等学校における発達障害等困難

のある生徒の在籍状況や取り組みが課程や学科によって異なっていること、②高等学校教

員の多くは、生徒指導上に課題のある生徒の指導等に携わった経験はあるものの、発達障

害等困難のある生徒に対する理解・認識、関わりは少なかったこと、③研修の機会が少な

かったこと、等が挙げられる。関・姫野・安達ら(2017)はこのような現状から、高等学校

における特別支援教育の体制を担う人材育成については未だに整備されていないことを指

摘しているほか、高等学校で特別支援教育を一般化する困難さがあることや、就労や高等

教育機関への進学、社会生活のなかでの対人関係など、小・中学校と異なる支援ニーズが

あることも課題であるとしている。文部科学省(2016a)も高等学校の課題について、生徒一

人一人の教育的ニーズに即したよりきめ細かい教育を提供する観点から、「個別の教育支援

計画」や「個別の指導計画」の作成とそれに基づく個別の指導及び支援の充実等を挙げた
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ほか、高等学校卒業後に就労・進学先で困難を抱えている生徒の状況に鑑み、高等学校の

教員の、生徒一人一人の教育的ニーズに応じた授業力・指導力の育成を急務の課題として

挙げている。 

 

表 1 公立小・中・高等学校*¹における特別支援教育体制整備状況調査結果 

調査項目 小学校 中学校 高等学校 

特別支援教育コーディネーター

の指名 
99.9％ 100.0％ 100.0％ 

個別の指導計画の作成 94.7％ 91.2％ 40.5％ 

個別の教育支援計画の作成 85.5％ 82.0％ 32.4％ 

校内委員会の設置 100.0％ 99.9％ 99.7％ 

特別な支援を必要とする 
幼児児童生徒の実態把握 

99.5％ 98.7％ 93.9％ 

巡回相談員の活用 85.4％ 73.4％ 50.4％ 

専門家チームの活用 62.4％ 53.7％ 36.0％ 

特別支援教育に関する教員 
研修の受講 

89.8％ 80.4％ 74.1％ 

出典:文部科学省(2016b) 『平成 28 年度特別支援教育体制整備状況調査結果について』を改編 

 

また、小・中学校に比べて体制整備が整っていない要因として、高等学校では「学びの

場」についても課題があると考えられる。文部科学省(2016a)によると、小・中学校等にお

いては、通常の学級、通級による指導、特別支援学級といった、「学びの場」が整備されて

いるのに対し、中学校卒業後の進学先は主として高等学校の通常の学級又は特別支援学校

高等部に限られている。 

文部科学省はこのような現状を踏まえ、平成 30 年度より高等学校における通級による

指導を開始することとなった。文部科学省(2016a)によると、対象となる生徒は、小・中学

校等における通級による指導の対象*²と同一である。また、対象生徒の支援ニーズの程度

については、ほとんどの授業を通常の学級で受けるという通級による指導の性質上、通常

の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のものであり、小・

中学校等と同様に、障害者手帳の有無は問わないとしている。しかし、入試に合格してい

る生徒に特別な授業をする必要があるのかとの指摘があるほか、高校には特別支援教育の

専門知識を持つ教員が少ないなどの課題がある(日本経済新聞電子版, 2016)。 

文部科学省は「高等学校における通級による指導の制度化及び充実方策について」

(2016a)の中で、高等学校を「義務教育終了後のほぼ全ての生徒が、社会で生きていくため

に必要となる力を共通して身に付けるとともに、自立に向けた準備期間を提供することの

できる最後の教育機関」と位置づけており、高等学校が自立や社会参加に向けたより実際

的な教育を行う必要性があると示している。しかし、実際には多様なニーズを抱える生徒

が増加傾向にあるものの、そのニーズに柔軟に対応できる「学びの場」が小・中学校に比

べると依然として整備されていないほか、特別支援教育の専門知識を持った教員が少ない

という現状にある。 
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2) 高等教育機関について 

独立行政法人日本学生支援機構(2016)の調査によると、平成 28 年度における全国の大学、

短期大学、高等専門学校に在籍する全体の学生数は 3,184,169 人であり、そのうち障害の

ある学生は全国 898 校に 27,257 人と、全学生の 0.86％を占めている。障害のある学生は

調査を開始した平成 18 年度から増加し続けており、今後も増加していくと予想される(独

立行政法人日本学生支援機構, 2016)。しかし、同調査における支援障害学生数は 782 校に

13,848 人であり、12.9％の高等教育機関においては、障害学生が在籍しているにも関わら

ず支援提供を行っていないことが明らかとなった(独立行政法人日本学生支援機構, 2016)。

また全障害学生のうち 49.2％と約半数の学生が必要な支援を受けられていないことが明

らかとなった(独立行政法人日本学生支援機構, 2016)。障害学生支援担当部署・機関設置状

況については、表 2 に示す。 

 

表 2 障害学生支援担当部署・機関設置校数 

学校 
専門部署・機関を 
設置している 

他の部署が対応 
している 

対応する部署・ 
機関がない 

大
学 

国立大学 
(全 86 校) 

66 校(76.7％) 20 校(23.3％) - 

公立大学 
(全 88 校) 

12 校(13.6％) 73 校(83.0％) 3 校(3.4％) 

私立大学 
(全 604 校) 

79 校(13.1％) 489 校(81.0％) 36 校(6.0％) 

短
期
大
学 

公立短期大学 
(全 17 校) 

2 校(11.8％) 15 校(88.2％) - 

私立短期大学 
(全 319 校) 

23 校(7.2％) 259 校(81.2％) 37 校(11.6％) 

高
等
専
門
学
校 

国立高等専門学校 
(全 51 校) 

13 校(25.5％) 33 校(64.7％) 5 校(9.8％) 

公立高等専門学校 
(全 3 校) 

1 校(33.3％) 2 校(66.7％) - 

私立高等専門学校 
(全 3 校) 

- 2 校(66.7％) 1 校(33.3％) 

出典: 独立行政法人日本学生支援機構(2016) 
『大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査分析報告』を改編 

 

この結果から、国公立の高等教育機関はほとんどの機関において障害学生の対応がされ

ているものの、私立高等教育機関においては国公立の高等教育機関に比べて障害学生の支

援体制整備が遅れていることが明らかとなった。また、平成 28 年度において障害学生の

支援実施学校数は、授業支援が 722 校、授業以外での支援が 620 校となっている。さらに、

授業支援と授業以外の支援の詳細については表 3 に示す。 

この結果、授業支援では教室環境や出席、実習に関する配慮は半数近くの学校が行って

いるが、それ以外の支援は実施している学校数も少なく、全体として整備が不十分である

ことが明らかになった。また授業以外の支援では、保健管理・生活支援としての専門家に

よるカウンセリングは 6 割以上の高等教育機関で実施されているが、学英生活支援や社会

スキルの指導、卒業後のキャリアや就職に関する指導は未だに実施している学校が少ない

ことが明らかとなった。 
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表 3 障害学生の支援内容(授業支援・授業以外の支援) 

 
出典: 独立行政法人日本学生支援機構(2016)  

『大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査分析報告』を改編 
 

3) 成人について 

発達障害等は教育現場だけの問題ではない。山本(2010)によると、うつ病、ニート・ひ

きこもり、不安定就労、いじめ、児童虐待等、様々な社会問題の一因となっていることが

明らかになっている。特に「引きこもり」と「広汎性発達障害(アスペルガー症候群を含む)」

の関係性について、引きこもっている人の中には、男性で約 4 人に 1 人、女性で約 6 人に
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1 人の割合で、広汎性発達障害の可能性があることを示した。しかし、調査対象者の中に

広汎性発達障害の診断を受けている人は少なく、診断後に治療や特別な支援を受けている

人はほとんどいなかった(境・堀川・野中ら, 2011)。 

さらに、成人の発達障害等は職場等でも深刻な問題を引き起こしていると考えられる。

山本(2010)によると、うつ病をはじめとする精神疾患は、発達障害の二次障害が確実に含

まれていると指摘し、うつ病を患った成人が病院を受診したところ、発達障害者であるこ

とがそこで初めて判明したという人がしばしば見受けられると述べている。うつに関して、

池上・江口・大﨑ら(2014)によると、20 歳～40 歳代の職場で対応するメンタルヘルス不

調者(248 名)のうち、うつまたは新型うつと診断された人が約 0.1％(33 名)存在すると述べ

ている。さらに、その他の課題として、山本(2010)は失業や頻繁な転職等の不安定な就労

状況にある人の中にも、発達障害が原因で 1 つの仕事を持続することができないという事

情を持つ人が存在すると述べている。 

上述したような学習上や生活上に教育的ニーズを抱えている児童生徒に関して、Han, 

Ota & Kwon(2016)は、支援ニーズのある子どもを、IN-Child(Inclusive Needs Child:包括

的教育を必要とする子)とし、「発達の遅れ、知的な遅れ又はそれらによらない身体面、情

緒面のニーズ、家庭環境などを要因として、専門家を含めたチームによる包括的教育を必

要とする子」と定義した。さらに、支援ニーズを持つ子どもに対する教育的診断のための

評価と継続的支援を行うためのツールとして IN-Child Record を開発した。しかし、

IN-Child Record は小・中学生を対象に開発されたため、高校生や成人の実態に沿わない

点がある。さらに現在、IN-Child Record のように実態を把握して支援を行うためのツー

ルは他に見当たらない。中学校卒業後も継続的な支援をしていくためには、高校生や大学

生、成人の実態を踏まえたツールが必要である。指標や尺度といった評価ツールを使用す

ることによって、評価者の力量によらない、一定水準の評価を行うことができる。また、

高等学校が社会で生きていく準備をするための教育機関であり、高等教育機関は社会全体

の共通基盤の形成を担う(中央教育審議会, 2005)ことから、自立と社会参加の観点を含む尺

度が必要とされる。 

 

2. キャリア教育の現状と課題 

中央教育審議会は「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について(答申)」

(2011)において、キャリア教育を「一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤とな

る能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育」と定義している。そして、

キャリア教育で育成すべき力として、「人間関係形成・社会形成能力」、「自己理解・自己管理

能力」、「課題対応能力」、「キャリアプランニング能力」の四つの能力によって構成される「基

礎的・汎用的能力」を示している。これを踏まえて、文部科学省(2012)は「高等学校のキャ

リア教育の手引き」において、「基礎的・汎用的能力」の育成に十分配慮しつつ、地域、学校

の特色や生徒の実態に即して、入学から卒業までを見通してどのような力を育成するのか具

体的に定めることが重要であると述べている。ところが、中央教育審議会(2011)は「勤労観・

職業観の育成のみに焦点が絞られてしまい、社会的・職業的自立のために必要な能力の育成

がやや軽視されてしまっていることが課題として生じている」と述べており、勤労観・職業

観の育成に偏っている、いわば「職業教育」のようなキャリア教育の現状に課題があると示

している。 
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また、文部科学省(2017)は、高等学校平成 24 年 3 月卒業者を対象に高校生のころにしてほ

しかったキャリア教育を調査した*³結果、「自分の個性や適性(向き・不向き)を考える学習」

「社会人・職業人としての常識やマナーについての学習」などがあげられていた。それをふ

まえて、文部科学省(2017)は、学びを断片化させない工夫や、これからの社会での生徒自身

の在り方生き方と結びつけた学習がさらに求められると述べている。 

労働政策研究・研修機構(2013)は、企業の正社員採用にあたり重視する資質として、「仕事

に対する熱意・意欲、向上心」(73.6％)、「積極性、チャレンジ精神、行動力」(62.0％)、「組

織協調性(チームワークを尊重できる)」(52.5％)、「コミュニケーション能力」(51.7％)、「社

会常識やマナー」(48.0％)、「規律性(ルールを守れる)」(45.4％)をあげる企業割合が高かった

ことを示した。また、厚生労働省(2013)も、企業の正社員採用にあたり重視する資質として

「コミュニケーション能力」、「積極性、行動力」、「仕事に対する熱意」などを求める度合い

が強まっていると述べている。このことから、企業が採用する際に人間性を重視していると

考えられる。これらを踏まえると、自立や社会参加を図るために、個々の特性を把握した上

で、基礎的・汎用的能力を培うキャリア教育を行う必要がある。また、このような中で、義

務教育段階以降の教育機関において特別支援教育の専門知識がなくても、個々の生徒の多様

な教育的ニーズを把握しキャリア形成のための指導を行うためには、自立や社会参加の観点

を含んだ客観的な評価ツールが必要となる。 

これらの現状と課題を踏まえ、高校生から成人までを対象としたキャリア形成のための評

価と継続的支援を行うためのツールを開発することを目的とする。 

 

 

Ⅱ．方法 
 

1. IN-Child Record とは 

本研究における評価は、「原因」と「結果」の 2 領域に分けられた IN-Child Record(Han, Ota 

& Kwon, 2016)を用いて行われた。「原因」領域には、「身体面」と「情緒面」の下位領域が

存在し、また、「身体面」領域に「身体の状態」「姿勢・運動・動作」、「情緒面」領域に「不

注意」、「多動性・衝動性」、「こだわり」、「自己肯定感」の下位領域を持つ。「結果」領域には、

「生活面」と「学習面」の下位領域が存在し、また、「生活面」領域に「社会生活機能」「コ

ミュニケーション」、「学習面」領域に「聞く」、「話す」、「読む」、「書く」、「計算する」、「推

論する」の下位領域を持つ(Han, Ota & Kwon, 2016)。すべての下位領域に含まれる項目は

合計 82 項目となる。評価は「1＝非常にあてはまる」、「2＝少しあてはまる」、「3＝どちらで

もない」、「4＝ほとんどあてはまらない」、「5＝まったくあてはまらない」の 5 件法で行われ

る。点数が高いほど、点数は下位領域ごとに合計され、領域点数が低いほどその下位領域に

対するニーズが高いという評価になる。また、包括的な教育を必要とする IN-Child を判別す

るためのカットオフ値が定められている(Han, Yano, Kohara, et al., 2017)。IN-Child Record

は先行研究において信頼性および構成概念妥当性が検証された尺度である。 
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2. IN-Child Record の高等学校データを用いた分析 

1) IN-Child Record の高等学校データの収集・分析 

沖縄県内でキャリア教育支援事業の実践取組指定校の高等学校のうち、協力の得られた

T 高等学校、C 高等学校、K 高等学校の 3 校において IN-Child Record のデータ収集・分

析を行った。 

収集・分析を行った全 46 件(内訳：T 高等学校 23 件、C 高等学校 5 件、K 高等学校 18

件)の IN-Child Record のデータから、項目の回答において「(3)どちらでもない」と回答

した者が 3 割を超える(14 件以上である)項目および研究者が現場の教員との検討が必要だ

と判断した項目を抽出した。 

なお、データ分析の際に項目の回答がなかったものに関しては、回答することが難しい

項目だと捉え、「(3)どちらでもない」に回答したものとした。 

 

2) IN-Child Record の内容に関する検討 

2017 年 12 月に、特別支援教育の研究者 5 名と現場の教員 7 名(内訳：校長 1 名、特別

支援教育コーディネーター1 名、学年主任 1 名、生徒指導主任 1 名、教諭 3 名)で、IN-Child 

Record の全 82 項目の内容が高校生の実態に合っているか、事前に抽出した項目を中心に

検討した。また、事前に作成した質問紙を配布し、全項目について具体的に修正点等の回

答を求めた。 

 

3. ツールの開発 

文言を修正・削除した IN-Child Record を基に、新たにキャリアの観点を取り入れたツー

ルを開発するために、キャリアに関連する評価項目を収集した。 

 

1) 資料選定基準 

・中学生～大学生までを対象にしたキャリア教育に関連する尺度や指標などの研究文献  

・高校生～成人までを対象とした学校や職場での評価尺度や指標などの研究文献 

・キャリア教育に関する書籍 

 

2) 抽出方法 

資料の収集には CiNii Articles や J-Stage、Google Scholar などのデータベースを使用

し、資料選定基準に則ってキーワード検索を行った。期間は特に設けず、全文が閲覧でき

る資料を抽出した。 

 

3) ツール開発の方法 

2017 年 12 月から 2018 年１月にかけて、特別支援教育の研究者 5 名、現職教員 7 名、

キャリア教育の専門家 2 名で協議を行った。 

IN-Child Record をもとに、ツールに必要な項目の精査や、類似している項目の整理を

行い、それぞれの領域を設定した。 
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Ⅲ．結果 

 

1. IN-Child Record の高等学校データを用いた分析 

1) IN-Child Record の高等学校データの収集・分析 

(1) 「(3) どちらでもない」の回答が多かった項目 

データを収集・分析した結果、「(3) どちらでもない」の回答が多かった項目について

は、表 4 の通りであった。 

 

表 4 「(3)どちらでもない」の回答が多かった項目一覧 
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(2) 現場の教員と検討が必要と判断した項目 

現場の教員と項目を検討するにあたり、「(3)どちらでもない」の回答者は多くなかっ

たものの、高校生の実態に合っていないのではないのではないかと考えた項目は以下の

表 5 の通りであった。 

 

表 5 文言の訂正が必要であると考えた項目一覧 

 

 

2) IN-Child Record の内容に関する検討 

(1) 「(3)どちらでもない」の回答が多かった項目についての検討 

データ収集・分析の中から抽出された「(3)どちらでもない」の項目について現場の教

員に高校生の実態に合っているか、合っていないとすればどのように文言を訂正した方

がよいか回答を求めた。修正前の項目、修正後の項目、指摘内容を一覧にまとめたとこ

ろ、表 6 の通りであった。特に指摘されていないものについては修正後の項目、指摘内

容の箇所が空欄になっている。 

 

(2) 現場の教員と検討が必要と判断した項目についての検討 

文言の訂正が必要であると考えた項目についても、高校生の実態に合っているか、合っ

ていないとすればどのように文言を訂正した方がよいか回答を求めた。修正前の項目、修

正後の項目、指摘内容を一覧にまとめたところ、表 7 の通りであった。特に指摘されてい

ないものについては修正後の項目、指摘内容の箇所が空欄になっている。 

 

(3) その他の項目についての検討 

「(3)どちらでもない」が多かった項目、現場の教員と検討したいと考えた項目の他にも、

訂正等が必要な項目があるか、あるとすればその具体的な修正点について回答を求めた。

修正前の項目、修正後の項目、指摘内容を一覧にまとめたところ、表 8 の通りであった。

特に指摘されていないものについては、表に示していない。 
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表 6 「(3)どちらでもない」の回答が多かった項目(修正前・修正後)と指摘内容 
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表 7 文言の訂正が必要であると考えた項目(修正前・修正後)と指摘内容 

 

 

表 8 その他の項目(修正前・修正後)と指摘内容 

 

 

2. ツールの開発 

 研究者協議のもと開発されたツールを「切れ目のないキャリア教育のための評価尺度」

(Scale for Coordinate Contiguous Career；Scale C³、以下「Scale C³」(スケールシーキュ

ーブ)とする)と命名し、文言を修正・削除した IN-Child Record をもとに、新たに必要な項

目を精査した。また類似している項目の整理を行い、それぞれ領域を設定した(図 1)。 
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1) 領域と項目の設定 

(1) 領域と項目について 

キャリア教育の観点を取り入れ、大きく「パーソナリティ」と「キャリア」という２

つに分けて領域を設定した。 

 

i. パーソナリティの領域について 

  パーソナリティの領域に関しては、下位領域に｢姿勢･運動･動作｣、「メンタルヘルス」、｢不

注意」、｢多動性･衝動性｣、「こだわり」、｢自己肯定感｣の 6 つを設定した。また、それぞれ

の項目は文言を修正・削除した IN-Child Record を参考に設定した。これは、IN-Child 

Record を使用していた児童生徒が進学や就職等で新たな進路へ進んでからも一貫した継

続的な支援ができるようにするためである。メンタルヘルスに関しては、発達障害を抱え

ている人々がうつ病等、様々な社会問題の一因となっている(山本, 2010)ことを受け、

IN-Child Record の他に SRQD-Ⅱ15(Self Rating Questionnaire of Depressien)(倉岡・佐

藤・奥平ら , 2007)や QIDS(Quick Inventory of Depressive Symptomatology)(Rush, 

Trivedi, Ibrahim, et al., 2003) の尺度を参考に項目を検討した。 

 

ii. キャリア領域について 

キャリア領域に関しては、中央教育審議会(2011)が「今後の学校におけるキャリア教育・

職業教育の在り方について(答申)」の中で示した「基礎的・汎用的能力」の 4 つの能力を

参考に「人間関係形成能力」、「自己理解・自己管理能力」、「課題対応基礎能力」、「キャリ

アプランニング能力」の 4 つの領域を設定した。これは、対象者の抱える課題を、基礎的・

汎用的能力の 4 つの能力の観点からチェックすることで、対象者が今後自立し社会参加し

ていく上での課題を客観的に把握することを目的としている。 

それぞれの下位領域に関しては、「高等学校キャリア教育の手引き」(2011)の中で示され

ている、「基礎的・汎用的能力」の各能力の具体的な要素を参考に設定した。 

「人間関係形成能力」には「多様性の理解」、「コミュニケーション・スキル」、「ソーシ

ャル・スキル」の 3 つの下位領域を設定した。 

「多様性の理解」には、大学生における共感と援助行動の関係(桜井, 1988)や中学生版キ

ャリア意識尺度の開発(新見, 2008)、キャリア教育の効果測定のための自己理解尺度作成に

ついて(渡部・渡部・小池, 2015)の論文の中で用いられていた尺度やチェックリストを参考

に項目を検討した。 

「コミュニケーション・スキル」には、IN-Child Record の項目を適宜修正、削除した。 

「ソーシャル・スキル」には、IN-Child Record の他に、高校生のキャリア発達に係る

基礎感覚を測る (宮原, 2013)や中学生版キャリア意識尺度の開発(新見, 2008)、高校生と大

学生のキャリア意識とアイデンティティ・スタイル(前田・新見, 2010)の論文の中で用いら

れていた尺度やチェックリストを参考に項目を検討した。 

「自己理解・自己管理能力」には「自己の役割の理解」、「自己の動機付け」、「ストレス

耐性」の 3 つの下位領域を設定した。 

「自己の役割の理解」には、キャリア教育の効果測定のための自己理解尺度作成につい

て(渡部・渡部・小池, 2015)や高等学校におけるキャリア教育・職業教育の効果に関する研

究(三川・石田・神田ら, 2013)、ライフ・キャリアの視点からみた役割受容(三川, 1990)の
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論文の中で用いられていた尺度やチェックリストを参考に項目を検討した。 

「自己の動機付け」には、キャリア教育の効果測定のための自己理解尺度作成について

(渡部・渡部・小池, 2015)や中学生版キャリア意識尺度の開発(新見, 2008)の論文の中で用

いられていた尺度やチェックリストを参考に項目を検討した。 

「ストレス耐性」には、コーピング尺度(GCQ)特性版の作成および信頼性・妥当性の検

討(佐々木・山崎, 2002)やみんなのライフキャリア教育(渡邊, 2013)、ストレスチェックリ

スト・ショートフォームの作成(今津・村上・小林ら, 2006) の論文の中で用いられていた

尺度やチェックリストを参考に項目を検討した。 

「課題対応基礎能力」には「情報取得」、「情報表出」、「情報処理」の 3 つの下位領域を

設定した。 

「情報取得」、「情報表出」、「情報処理」のいずれも IN-Child Record の項目を適宜修正、

削除した。 

「キャリアプランニング能力」には「意思決定」、「将来設計」の 2 つの下位領域を設定

した。 

「意思決定」には、みんなのライフキャリア教育(渡邊, 2013)や高校生のキャリア発達に

係る基礎感覚を測る(宮原, 2013)、高等学校におけるキャリア教育・職業教育の効果に関す

る研究(三川・石田・神田ら, 2013)、キャリア教育の効果測定のための自己理解尺度作成に

ついて(渡部・渡部・小池, 2015)の論文の中で用いられていた尺度やチェックリストを参考

に項目を検討した。 

「将来設計」には、みんなのライフキャリア教育(渡邊, 2013)や高校生のキャリア発達に

係る基礎感覚を測る(宮原, 2013)、高等学校におけるキャリア教育・職業教育の効果に関す

る研究(三川・石田・神田ら, 2013)、キャリア教育の効果測定のための自己理解尺度作成に

ついて(渡部・渡部・小池, 2015) の論文の中で用いられていた尺度やチェックリストを参

考に項目を検討した。 

 

(2) 領域の定義 

i. パーソナリティ領域の定義 

「パーソナリティ」とは、個人の全体的な特性の総体、すなわち環境に対する独自の行

動様式を決定する組織体のこと。行動様式は、認知、感情、意欲、身体の４つのセクター

からなる(Eysenck HJ の定義を再構成)ということを基に下位領域を設定した。 

「姿勢・運動・動作」とは、日常生活の基本となる姿勢あるいは位置を変化させる動作、

運動における困難の状態・程度(Han, Ota & Kwon(2016)の定義を再構成)。 

「メンタルヘルス」とは、個人の環境内で機能する能力に寄与する生物学的・心理学的

又は社会的要因も含む精神状態(Manwell, Barbic, Roberts, et al., (2015)の定義を再構成)。 

「不注意」とは、特定の刺激に集中することができないことによって、日々の活動に生

じる困難の程度(Han, Ota & Kwon(2016)の定義を再構成)。 

「多動性・衝動性」とは、場にそぐわない行動を行うことによって、日々の活動に生じ

る困難の程度(Han, Ota & Kwon(2016)の定義を再構成)。 

「こだわり」とは、常同的・反復的な興味や行動によって、日々の活動に生じる困難の

程度(Han, Ota & Kwon(2016)の定義を再構成)。 
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「自己肯定感」とは、自己に対して前向きな感情をもてないことによって、日々の活動

に生じる困難の程度(Han, Ota & Kwon(2016)の定義を再構成)。 

 

ii. キャリア領域の定義 

「キャリア」とは、人が、生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自らの役割の価値や

自分と役割との関係を見いだしていく連なりや積み重ね(文部科学省, 2012)のこと。 

 

① 人間関係形成能力 

「人間関係形成能力」とは、多様な他者の考えや立場を理解し、相手の意見を聴いて自

分の考えを適切に伝えることができるとともに、自分の置かれている状況を受け止め、他

者と協力・協働して社会に参画する力(文部科学省, 2012 を再構成)。 

「多様性の理解」とは、年齢や立場など多様な背景を有する他者とコミュニケーション

を取り、その意見や立場を理解しようとすることの困難の程度。 

「コミュニケーション・スキル」とは、周囲の人との関わりや、意思疎通における困難

の程度(韓・太田・權, 2016 の定義を再構成)。 

「ソーシャル・スキル」とは、ルールの理解や人間関係の形成における困難の程度(韓・

太田・權, 2016 の定義を再構成)。 

 

② 自己理解・自己管理能力 

「自己理解・自己管理能力」とは、自分が「できること」「意義を感じること」「したい

こと」について、社会との相互関係を保ちつつ、今後の自分自身の可能性の理解に基づき

行動すると同時に、自らの思考や感情を律し、今後の成長のために進んで学ぼうとする力

(文部科学省, 2012 を再構成)。 

「自己の役割の理解」とは、自分の果たすべき役割を理解し、自発的に行動することの

困難の程度。 

「自己の動機付け」とは、自分の「できること」「意義を感じること」「したいこと」を

認識し、その達成のために努力することの困難の程度。 

「ストレス耐性」とは、目的を達成するためにかかるストレスに対処することの困難の

程度。 

 

③ 課題対応基礎能力 

「課題対応基礎能力」とは、学業や仕事などの課題に対応するために必要な、情報の取

得・表出・処理といった基礎的な能力。 

「情報取得」とは、情報を取得することの困難の程度。 

「情報表出」とは、情報を伝えるために内容を整理して話したり、文章を書いたりする

ことの困難の程度。 

「情報処理」とは、取得した情報の数学的な操作や、情報を基にして推論することの困

難の程度。 

 

④ キャリアプランニング能力 

「キャリアプランニング能力」とは、生き方に関する様々な情報を適切に取捨選択・活
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用しながら、自ら判断・計画して、キャリアを形成していく力(文部科学省, 2012を再構成)。 

「意思決定」とは、必要な情報を収集し、総合的な判断のもと自らの意思を決定するこ

との困難の程度。 

「将来設計」とは、自分の将来のために計画を立て、他者に相談するなど準備を行うこ

との困難の程度。 

 

 

Ⅳ．考察 
 

本研究では、高校生から成人までを対象としたキャリア形成のための評価と継続的支援を

行うためのツールを開発することを目的とし、高校生の実態に合わせた IN-Child Record の

項目の見直しと文献調査による新たな項目の収集を通して、IN-Child Record を基盤として

キャリア形成の観点を新たに取り入れた、「高校生から成人までを対象にキャリア形成のため

の評価と継続的支援を行うためのツール(切れ目のないキャリア教育のための評価尺度;Scale 

C³)」を開発した。Scale C³は「パーソナリティ」と「キャリア」の大きな 2 領域に分けられ

る。「パーソナリティ」領域には、「姿勢・運動・動作」、「メンタルヘルス」、「不注意」、「多

動性・衝動性」、「こだわり」、「自己肯定感」の下位領域を持つ。「キャリア」領域には、「人

間関係形成能力」、「自己理解・自己管理能力」、「課題対応基礎能力」、「キャリアプランニン

グ能力」の下位領域を持つ。さらに各領域について、「人間関係形成能力」には「多様性の理

解」、「コミュニケーション・スキル」、「ソーシャル・スキル」、「自己理解・自己管理能力」

には「自己の役割の理解」、「自己の動機付け」、「ストレス耐性」、「課題対応基礎能力」には

「情報取得」、「情報表出」、「情報処理」、「キャリアプランニング能力」には「意思決定」、「将

来設計」の下位領域を持つ。全ての下位領域に含まれる項目は合計 100 項目となる。IN-Child 

Record と同様に、評価は「1＝非常にあてはまる」、「2＝少しあてはまる」、「3＝どちらでも

ない」、「4＝ほとんどあてはまらない」、「5＝まったくあてはまらない」の 5 件法で行われる。

点数が高いほど、点数は下位領域ごとに合計され、領域点数が低いほどその下位領域に対す

るニーズが高いという評価になる。Scale C³は高等学校とその卒業後において切れ目のない

キャリア形成と向上を促すことを目的として作成されている。IN-Child Record を基に作成

されているため小・中学校から一貫した支援を行うことができるほか、高等学校や大学、職

場等の特有の支援ニーズを検討し、課題を診断した上で継続的支援を行うことができる。ま

た、Scale C³も IN-Child Record と同様に、周囲の人が対象者のニーズを把握するための新

たな視点を提供する役割も果たすと考えられる。また、文部科学省(2016a)は、対象者に対す

る障害の状態や必要な支援、何ができるようになったか等の支援内容に係る情報を進学先や

就職先へ引継ぐことや情報提供のための仕組み作りが必要であることを述べている。このツ

ールは、高等学校、大学、職場等幅広い環境で活用できるよう作成されており、これらの環

境を繋ぐ共通した指標になるのではないかと考えられる。 

本研究で作成された Scale C³は試案の段階であり、今後、より多くの現場教員や専門家の

意見を取り入れ、教育現場や職場でのニーズに沿った内容に洗練する必要がある。そのため、

Scale C³の各領域と項目に対する多分野の専門家や、現場の専門職員に対する質問紙調査を

行い、内容的妥当性を検証することが必要である。また、内容的妥当性の検証された尺度を

用いてデータの収集を行い、統計分析を通して、尺度の信頼性及び構成概念妥当性を検証す
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ることが必要である。 

注釈 
 

＊1 公立小・中・高等学校の調査対象学校数は、それぞれ小学校 19,772 校、中学校 9,528
校、高等学校 3,618 校であった。なお、義務教育学校の前期課程は小学校に、義務教育

学校の後期課程及び中等教育学校の前期課程は中学校に、中等教育学校の後期課程は高

等学校に含めている。 
 

＊2 小・中学校等における通級による指導の対象については、学校教育法施行規則第 140
条において、①言語障害者、②自閉症者、③情緒障害者、④弱視者、⑤難聴者、⑥学習

障害者(LD)、⑦注意欠陥多動性障害者(ADHD)、⑧その他障害のある者で、この条の規

定により特別の教育課程による教育を行うことが適当なもの、と規定されている。さら

に、⑧については、平成 14 年の文部科学省初等中等教育局長通知において、肢体不自

由、病弱及び身体虚弱が「その他障害」に該当すると示されている。なお、知的障害者

については、小・中学校等における通級による指導の対象とはされておらず、高等学校

も小・中学校と同様の取扱いとすることが適当であると「高等学校における通級による

指導の制度化及び充実方策について(報告)」(文部科学省，2016a)で述べられている。 
 

＊3 調査の詳細としては、依頼数は 2500 件であり、うち回収数 1169 件(回収率 46.8％)で
あった。対象者の詳細は、卒業した学科について普通科 50.9％、職業に関する学科 36.1％、

その他の専門学科 4.8％、総合学科 8.1％であった。また、対象者の平成 24 年秋時点で

の状況は、学校に在学している者が 67.8％、仕事(定職)に就いている者が 25.5％、仕事(ア
ルバイト・パート)に就いている者が 0.6％、進学に向けて準備している者が 5.6％、家

業・家事に従事している者が 0.1％、求職中である者が 0.2％、その他が 0.3％であった。 
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